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ｐ．電子商取引（ＥＣ）について 

行っていないが 88.7％と圧倒的に多く、次いで企業間電子取引（ＢｔｏＢ）7.4％、対消費者電子商

取引（ＢｔｏＣ）5.4％となっている。 

 地区別でのＥＣの取引状況は、南予地区がもっとも多く 14.3%、次いで中予地区、東予地区となって

いる。 
N = 462
90.081.072.063.054.045.036.027.018.09.0

88.7行っていない　　

5.4
対消費者電子商取
引（BtoC）

7.4
企業間電子取引　
（BtoB）

 

東予地区 6.6 5.6 89.3   197

中予地区 6.9 6.2 88.3   145

南予地区 9.8 4.5 87.5   112

企業間電子取引（BtoB） 対消費者電子商取引（BtoC） 行っていない　　 N

全体   4627.4 5.4 88.7

 

ｑ．電子商取引（ＥＣ）の開始時期 

２００１年（Ｈ１３）が43.7％と最も多く、次いで２０００年（Ｈ１２）27.1％、１９９８年（Ｈ１

０）以前14.6％となっている。 

 
N = 48
50.045.040.035.030.025.020.015.010.05.0

12.52002年(H14)以降

43.72001年(H13)　　

27.12000年(H12)　　

2.11999年(H11)　　

14.61998年(H10)以前

 
 

ｒ．企業間電子取引（ＢｔｏＢ）の内容 

発注取引管理が50.0％と最も多く、次いで受注取引管理33.3％、調達・取引決済および販売・在庫管

理がともに22.2％となっている。 

 
N = 36
60.054.048.042.036.030.024.018.012.06.0

5.6技術情報管理　　

13.9顧客情報管理　　

2.8アフターサービス

8.3物流管理　　　　

22.2販売・在庫管理　

11.1生産・在庫管理　

19.4販売・取引決済　

33.3受注取引管理　　

19.4販売・広告　　　

22.2調達・取引決済　

50.0発注取引管理　　

16.7調達・広告　　　

 



 

- 21 -

ｓ．対消費者電子商取引（ＢｔｏＣ）の内容 

受注取引管理が61.1％と最も多く、次いで広告および販売・在庫管理がともに38.9％となっている。 

 

ｔ．企業間電子取引（ＢｔｏＢ）や対消費者電子商取引（ＢｔｏＣ）を行わない理由 

効果が見えないが37.4％と最も多く、次いで現状維持で手一杯23.5％、開設手段がわからない23.2％

となっている。各企業に応じて、ＥＣの有用性を啓発するとともに、技術支援が必要である。 

 

ｕ．今後１年以内に始める予定のもの 

新たに始める予定は無いが 94.1％と圧倒的に多く、次いで企業間電子取引（ＢｔｏＢ）3.5％、対消

費者電子商取引（ＢｔｏＣ）2.9％となっている。 

 
N = 340
100.090.080.070.060.050.040.030.020.010.0

94.1
新たに始める予定
は無い

2.9
対消費者電子商取
引（BtoC）

3.5
企業間電子取引　
（BtoB）

 

 

N = 18
70.063.056.049.042.035.028.021.014.07.0

5.6技術情報管理　　

27.8顧客情報管理　　

16.7アフターサービス

5.6物流管理　　　　

38.9販売・在庫管理　

0.0生産・在庫管理　

27.8取引決済　　　　

61.1受注取引管理　　

38.9広告　　　　　　

N = 310
40.036.032.028.024.020.016.012.08.04.0

17.4その他　　　　　

2.9
相手先ごとにｼｽﾃﾑ
導入費用がかかる

3.2
相手先ごとに形式
が違うので面倒

23.5現状維持で手一杯

9.7人材が足りない　

23.2
開設手段がわから
ない

6.5費用がわからない

37.4効果が見えない　




